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現  行 改 正 後 

【本編】 

Ⅳ 銀行代理業 

Ⅳ－５ 所属銀行 

Ⅳ－５－２ 主な着眼点 

（１）所属銀行から施行規則第 35条第１項第６号の２の届出等が提出された

場合や所属銀行に対するオフサイト・モニタリングを実施する場合、銀行

代理業者（又は銀行代理業者になろうとする者）の内部管理態勢に問題が

認められた場合などにより、所属銀行からの情報収集を行う際には、所属

銀行において、以下のような観点からの検証が行われているかどうかにつ

いて留意する。 

（２） （略） 

（以下略） 

【本編】 

Ⅳ 銀行代理業 

Ⅳ－５ 所属銀行 

Ⅳ－５－２ 主な着眼点 

（１）所属銀行から施行規則第 35条第１項第６号の３の届出等が提出された

場合や所属銀行に対するオフサイト・モニタリングを実施する場合、銀行

代理業者（又は銀行代理業者になろうとする者）の内部管理態勢に問題が

認められた場合などにより、所属銀行からの情報収集を行う際には、所属

銀行において、以下のような観点からの検証が行われているかどうかにつ

いて留意する。 

（２） （略） 

（以下略） 
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2

現  行 改 正 後 

【様式・参考資料編】 

子会社対象銀行等を子会社とすること 
別紙様式２－２ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

子会社対象銀行等（○○○を営む会社）を子会社とすることに係る認可申請書 

〇〇を子会社とすることについて、銀行法第 16 条の２第４項の規定に基づき、認可を申

請いたします。 

〇 

（注）添付書類 

１ 別紙様式２－２の２及び２－２の３ 

２ 銀行法施行規則第17条の５第１項第２号、第３号、第４号ハ、第５号及び第６号

に掲げる書面

【様式・参考資料編】 

子会社対象銀行等を子会社とすること 
別紙様式２－２ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

子会社対象銀行等（○○○を営む会社）を子会社とすることに係る認可申請書 

〇〇を子会社とすることについて、銀行法第 16 条の２第７項の規定に基づき、認可を申

請いたします。 

〇 

（注）添付書類 

１ 別紙様式２－２の２及び２－２の３ 

２ 銀行法施行規則第17条の５第１項第２号、第３号、第４号ハ、第５号及び第６号

に掲げる書面
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現  行 改 正 後 

１年を超えて子会社とすること 
別紙様式２－５ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

銀行法 16 条の２第５項の規定に基づき、 

１年を超えて子会社とすることに係る認可申請書 

〇〇を引き続き１年を超えて子会社とすることについて、銀行法第 16条の２第５項の規

定に基づき、認可を申請いたします。 

〇 

（注）添付書類 

１ 別紙様式２－２の２及び２－５の２ 

２ 銀行法施行規則第 17 条の５第１項第２号、第３号、第４号ハ、第５号及び第６号

に掲げる書面（銀行法施行規則第 17 条の５第３項において準用） 

１年を超えて子会社とすること 
別紙様式２－５ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

銀行法 16 条の２第８項の規定に基づき、 

１年を超えて子会社とすることに係る認可申請書 

〇〇を引き続き１年を超えて子会社とすることについて、銀行法第 16条の２第８項の規

定に基づき、認可を申請いたします。 

〇 

（注）添付書類 

１ 別紙様式２－２の２及び２－５の２ 

２ 銀行法施行規則第17条の５第１項第２号、第３号、第４号ハ、第５号及び第６号

に掲げる書面（銀行法施行規則第17条の５第４項において準用） 
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現  行 改 正 後 

子会社の業務を変更すること 
別紙様式２－６ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

銀行法第 16 条の２第６項の規定に基づき子会社の業務を 

変更することに係る認可申請書 

子会社である〇〇を銀行法第 16 条の２第１項第○号に該当する会社とすることについ

て、銀行法第 16 条の２第６項の規定に基づき、認可を申請いたします。 

〇 

（注）添付書類 

１ 別紙様式２－２の２及び２－６の２ 

２ 銀行法施行規則第17条の５第１項第２号、第３号、第４号ハ、第５号及び第６号

に掲げる書面（銀行法施行規則第17条の５第４項において準用）

子会社の業務を変更すること 
別紙様式２－６ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

銀行法第 16 条の２第９項の規定に基づき子会社の業務を 

変更することに係る認可申請書 

子会社である〇〇を銀行法第 16 条の２第１項第○号に該当する会社とすることについ

て、銀行法第 16 条の２第９項の規定に基づき、認可を申請いたします。 

〇 

（注）添付書類 

１ 別紙様式２－２の２及び２－６の２ 

２ 銀行法施行規則第 17 条の５第１項第２号、第３号、第４号ハ、第５号及び第６号

に掲げる書面（銀行法施行規則第 17 条の５第５項において準用） 



                   中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針（新旧対照表）            別紙 18 

5

現  行 改 正 後 

付随業務等取扱事務所の設置等（半期分届出用） 
別紙様式４－１５ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

付随業務等取扱事務所の設置等届出書（  年度  半期分） 

標記のことについて、銀行法第 53 条第１項第８号及び同法施行規則第 35 条第１項第６

号の規定に基づき、別紙のとおりお届けいたします。 

〇 

（注）添付書類 

別紙様式４－１５の２ 

付随業務取扱事務所の設置等（半期分届出用） 
別紙様式４－１５ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

付随業務取扱事務所の設置等届出書（  年度  半期分） 

標記のことについて、銀行法第 53 条第１項第８号及び同法施行規則第 35 条第１項第６

号の規定に基づき、別紙のとおりお届けいたします。 

〇 

（注）添付書類 

別紙様式４－１５の２ 
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現  行 改 正 後 

銀行代理業の委託（再委託） 
（銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約の締結（の許諾）） 

別紙様式４－２３－１ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

銀行代理業の委託（再委託）（の許諾）届出書 

銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約を締結（することに対して許諾）いたしまし

たので、銀行法第 53 条第１項第８号及び同法施行規則第 35 条第１項第６号の２の規定に

基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

銀 行 代 理 業 者 の

商 号 、 名 称 又 は 氏 名

許可年月日及び許可番号
年   月   日（  ） 

財務（支）局（銀代）第    号

銀 行 代 理 業 の 内 容

他 に 営 む 業 務 の 種 類

銀行代理業を営む営業所又は

事務所の名称及び所在地

銀行代理業の開始年月日 年   月   日（  ） 

銀行代理業の委託（再委託） 
（銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約の締結（の許諾）） 

別紙様式４－２３－１ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

銀行代理業の委託（再委託）（の許諾）届出書 

銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約を締結（することに対して許諾）いたしまし

たので、銀行法第 53 条第１項第８号及び同法施行規則第 35 条第１項第６号の３の規定に

基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記

銀 行 代 理 業 者 の

商 号 、 名 称 又 は 氏 名

許可年月日及び許可番号
年   月   日（  ） 

財務（支）局（銀代）第    号

銀 行 代 理 業 の 内 容

他 に 営 む 業 務 の 種 類

銀行代理業を営む営業所又は

事務所の名称及び所在地

銀行代理業の開始年月日 年   月   日（  ） 
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7

現  行 改 正 後 

（注）１ 記載要領 

・ 「他に営む業務の種類」欄には、定款の目的に記載されている事業について

記載すること 

・ 再委託の場合は、「銀行代理業者の商号、名称又は氏名」欄の「銀行代理業者」

を「銀行代理業再委託者」とし、「許可年月日及び許可番号」欄の下に「銀行代

理業再受託者の商号、名称又は氏名」欄を追加の上、記載すること 

   ２ 添付書類 

・ 銀行代理業に係る業務を委託（再委託）する旨の契約書の写し（再委託につ

いては、届出を行う銀行が契約当事者となっている場合。） 

・ 銀行代理業者が再委託することについて許諾した場合は、許諾に関する書面

（注）１ 記載要領 

・ 「他に営む業務の種類」欄には、定款の目的に記載されている事業について

記載すること 

・ 再委託の場合は、「銀行代理業者の商号、名称又は氏名」欄の「銀行代理業者」

を「銀行代理業再委託者」とし、「許可年月日及び許可番号」欄の下に「銀行代

理業再受託者の商号、名称又は氏名」欄を追加の上、記載すること 

   ２ 添付書類 

・ 銀行代理業に係る業務を委託（再委託）する旨の契約書の写し（再委託につ

いては、届出を行う銀行が契約当事者となっている場合。） 

・ 銀行代理業者が再委託することについて許諾した場合は、許諾に関する書面
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現  行 改 正 後 

銀行代理業の委託（再委託） 
（銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約の変更（の許諾）） 

別紙様式４－２３－２ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約の変更（の許諾）届出書 

銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約を変更（することに対して許諾）いたしまし

たので、銀行法第 53 条第１項第８号及び同法施行規則第 35 条第１項第６号の２の規定に

基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

銀 行 代 理 業 者 の

商 号 、 名 称 又 は 氏 名

銀 行 代 理 業 者 の

許可年月日及び許可番号

年   月   日（  ） 

財務（支）局（銀代）第    号

変 更 事 項

変 更 後

変 更 前

変 更 日 年   月   日（  ）

理 由

銀行代理業の委託（再委託） 
（銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約の変更（の許諾）） 

別紙様式４－２３－２ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約の変更（の許諾）届出書 

銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約を変更（することに対して許諾）いたしまし

たので、銀行法第 53 条第１項第８号及び同法施行規則第 35 条第１項第６号の３の規定に

基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

銀 行 代 理 業 者 の

商 号 、 名 称 又 は 氏 名

銀 行 代 理 業 者 の

許可年月日及び許可番号

年   月   日（  ） 

財務（支）局（銀代）第    号

変 更 事 項

変 更 後

変 更 前

変 更 日 年   月   日（  ）

理 由
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現  行 改 正 後 

（注）１ 記載要領

再委託の場合は、「銀行代理業者の商号、名称又は氏名」欄及び「銀行代理業者

の許可年月日及び許可番号」欄の「銀行代理業者」を「銀行代理業再委託者」と

し、「銀行代理業再委託者の許可年月日及び許可番号」欄の下に「銀行代理業再

受託者の商号、名称又は氏名」欄を追加の上、記載すること。

２ 添付書類

・ 変更後の銀行代理業に係る業務を委託（再委託）する旨の契約書の写し（再

委託については、届出を行う銀行が契約当事者となっている場合。）

・ 銀行代理業者の再委託契約の変更について許諾した場合は、許諾に関する書

面

（注）１ 記載要領

再委託の場合は、「銀行代理業者の商号、名称又は氏名」欄及び「銀行代理業者

の許可年月日及び許可番号」欄の「銀行代理業者」を「銀行代理業再委託者」と

し、「銀行代理業再委託者の許可年月日及び許可番号」欄の下に「銀行代理業再

受託者の商号、名称又は氏名」欄を追加の上、記載すること。

２ 添付書類

・ 変更後の銀行代理業に係る業務を委託（再委託）する旨の契約書の写し（再

委託については、届出を行う銀行が契約当事者となっている場合。）

・ 銀行代理業者の再委託契約の変更について許諾した場合は、許諾に関する書

面
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現  行 改 正 後 

銀行代理業の委託（再委託） 
（銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約の終了（の許諾））

別紙様式４－２３－３ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約の終了（の許諾）届出書 

銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約を終了（することに対し許諾）いたしました

ので、銀行法第 53 条第１項第８号及び同法施行規則第 35 条第１項第６号の２の規定に基

づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

銀 行 代 理 業 者 の

商 号 、 名 称 又 は 氏 名

銀 行 代 理 業 者 の

許可年月日及び許可番号

年   月   日（  ） 

財務（支）局（銀代）第    号

終 了 日 年   月   日（  ）

理 由

契 約 終 了 後 の 措 置

銀行代理業の委託（再委託） 
（銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約の終了（の許諾）） 

別紙様式４－２３－３ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約の終了（の許諾）届出書 

銀行代理業を委託（再委託）する旨の契約を終了（することに対し許諾）いたしました

ので、銀行法第 53 条第１項第８号及び同法施行規則第 35 条第１項第６号の３の規定に基

づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

銀 行 代 理 業 者 の

商 号 、 名 称 又 は 氏 名

銀 行 代 理 業 者 の

許可年月日及び許可番号

年   月   日（  ） 

財務（支）局（銀代）第    号

終 了 日 年   月   日（  ）

理 由

契 約 終 了 後 の 措 置
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現  行 改 正 後 

（注）１ 記載要領

・ 「契約終了後の措置」欄には、当該銀行代理業（再受託）者に係る業務の継

承に係る事項、顧客保護に係る事項、その他債権債務の処理の方法について記

載すること

・ 再委託の場合は、「銀行代理業者の商号、名称又は氏名」欄及び「銀行代理業

者の許可年月日及び許可番号」欄の「銀行代理業者」を「銀行代理業再委託者」

とし、「銀行代理業再委託者の許可年月日及び許可番号」欄の下に「銀行代理業

再受託者の商号、名称又は氏名」欄を追加の上、記載すること

２ 添付書類

銀行代理業者の再委託契約を終了することについて許諾した場合は、許諾に関

する書面

（注）１ 記載要領

・ 「契約終了後の措置」欄には、当該銀行代理業（再受託）者に係る業務の継

承に係る事項、顧客保護に係る事項、その他債権債務の処理の方法について記

載すること

・ 再委託の場合は、「銀行代理業者の商号、名称又は氏名」欄及び「銀行代理業

者の許可年月日及び許可番号」欄の「銀行代理業者」を「銀行代理業再委託者」

とし、「銀行代理業再委託者の許可年月日及び許可番号」欄の下に「銀行代理業

再受託者の商号、名称又は氏名」欄を追加の上、記載すること

２ 添付書類

銀行代理業者の再委託契約を終了することについて許諾した場合は、許諾に関

する書面
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現  行 改 正 後 

付随業務の委託 
（付随業務を委託する旨の契約の締結） 

別紙様式４－２４－１ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

銀行法第 10 条第２項に規定する業務に係る契約の締結届出書 

銀行法第 10 条第２項第〇号に規定する業務に係る契約の締結の代理又は媒介を委託す

る旨の契約を締結いたしましたので、銀行法第 53 条第１項第８号及び同法施行規則第 35

条第１項第６号の２の２の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

受 託 者 の 商 号 、

名 称 又 は 氏 名

委 託 業 務 の 内 容

他 に 営 む 業 務 の 種 類 年   月   日（  ）

委託業務を営む営業所又は

事務所の名称及び所在地

委 託 の 開 始 年 月 日 年   月   日（  ） 

付随業務の代理又は媒介 
（付随業務に係る契約の締結） 

別紙様式４－２４－１ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

銀行法第 10 条第２項に規定する業務に係る契約の締結届出書 

銀行法第 10 条第２項第〇号に規定する業務に係る契約の締結の代理又は媒介を委託す

る旨の契約を締結いたしましたので、銀行法第 53 条第１項第８号及び同法施行規則第 35

条第１項第６号の４の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

受 託 者 の 商 号 、

名 称 又 は 氏 名

委 託 業 務 の 内 容

他 に 営 む 業 務 の 種 類

委託業務を営む営業所又は

事務所の名称及び所在地

委 託 の 開 始 年 月 日 年   月   日（  ） 
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現  行 改 正 後 

（注）１ 記載要領 
「他に営む業務の種類」欄には、受託者の定款の目的に記載されている事業に

ついて記載すること 
２ 添付書類 

当該業務委託に係る契約書の写し 

（注）１ 記載要領 
「他に営む業務の種類」欄には、受託者の定款の目的に記載されている事業に

ついて記載すること 
２ 添付書類 

当該委託に係る契約書の写し 
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現  行 改 正 後 

付随業務の委託 
（付随業務を委託する旨の契約の終了） 

別紙様式４－２４－２ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

銀行法第 10 条第２項に規定する業務に係る契約の終了届出書 

銀行法第 10 条第２項第〇号に規定する業務を委託する旨の契約を終了いたしましたの

で、銀行法第 53 条第１項第８号及び同法施行規則第 35 条第１項第６号の２の２の規定に

基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

受 託 者 の 商 号 、

名 称 又 は 氏 名

終 了 日 年   月   日（  ）

理 由

契 約 終 了 後 の 措 置

（注）記載要領 

「契約終了後の措置」欄には、当該委託契約に係る業務の継承に関する事項、顧客

保護に関する事項及びその他債権債務の処理の方法について記載すること

付随業務の代理又は媒介 
（付随業務に係る契約の終了） 

別紙様式４－２４－２ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

銀行法第 10 条第２項に規定する業務に係る契約の終了届出書 

銀行法第 10 条第２項第〇号に規定する業務に係る契約の締結の代理又は媒介を委託す

る旨の契約を終了いたしましたので、銀行法第 53 条第１項第８号及び同法施行規則第 35

条第１項第６号の４の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

受 託 者 の 商 号 、

名 称 又 は 氏 名

終 了 日 年   月   日（  ）

理 由

契 約 終 了 後 の 措 置

（注）記載要領 

「契約終了後の措置」欄には、当該委託契約に係る業務の継承に関する事項、顧客

保護に関する事項及びその他債権債務の処理の方法について記載すること
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現  行 改 正 後 

駐在員事務所の設置 
別紙様式５－７ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

駐 在 員 事 務 所 設 置 届 出 書

○○駐在員事務所を設置いたしたく、銀行法第 53 条第１項第６号の規定に基づき、 

お届けします。 

１ 駐在員事務所の概要 

① 名     称 

② 位     置 

③ 賃 借 面 積 

④ 従 業 員 数 

（  階建ビルのうち   階の全部・一部） 

派遣行員   名、 現地雇用   名  計   名

２ 業 務 内 容  

３ 設 置 理 由  

４ 設 置 予 定 日  年   月   日（  ） 

５ 設 置 に 伴 う 費 用 

① 開  設  費 

うち内装工事費 

② 経常費（１年） 

うち人件費 

うち駐在員事務所賃借料 

単位；   ，括弧内は千円 

（     千円） 

（     千円） 

（     千円）換算レート １ ＝  円 

（     千円） 

（     千円）

６ 現地当局の許可等の 

  取 得 年 月 日  
年   月   日（  ）

（注）１ 添付書類 
① 現地当局許可書等（写）の和訳 
② 駐在員事務所付近の略図 
③ 駐在員事務所レイアウト 

２ 業務を開始した場合には、別途書面でその旨を届け出ること

海外駐在員事務所の設置 
別紙様式５－７ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先）

海 外 駐 在 員 事 務 所 設 置 届 出 書

○○駐在員事務所を設置いたしたく、銀行法第 53 条第１項第６号の規定に基づき、 

お届けします。 

１ 駐在員事務所の概要 

① 名     称 

② 位     置 

③ 賃 借 面 積 

④ 従 業 員 数 

（  階建ビルのうち   階の全部・一部） 

派遣行員   名、 現地雇用   名  計   名

２ 業 務 内 容  

３ 設 置 理 由  

４ 設 置 予 定 日  年   月   日（  ） 

５ 設 置 に 伴 う 費 用 

① 開  設  費 

うち内装工事費 

② 経常費（１年） 

うち人件費 

うち駐在員事務所賃借料 

単位；   ，括弧内は千円 

（     千円） 

（     千円） 

（     千円）換算レート １ ＝  円 

（     千円） 

（     千円）

６ 現地当局の許可等の 

  取 得 年 月 日  
年   月   日（  ）

（注）１ 添付書類 
① 現地当局許可書等（写）の和訳 
② 駐在員事務所付近の略図 
③ 駐在員事務所レイアウト 

２ 業務を開始した場合には、別途書面でその旨を届け出ること
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現  行 改 正 後 

駐在員事務所の位置変更 
別紙様式５－８ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先） 

駐 在 員 事 務 所 位 置 変 更 届 出 書

○○駐在員事務所を位置変更いたしましたので、銀行法第 53 条第１項第８号の規定及び

施行規則第 35 条第１項第 16 号の２の規定に基づき、お届けします。 

駐在員事務所の名称  

業 務 内 容  

新 位 置  

旧 位 置  

位 置 変 更 年 月 日 年   月   日（  ） 

理 由 

位置変更に伴う費用 

① 開  設  費

うち内装工事費

② 経常費（１年）

うち人件費 

うち賃借料 

単位；   ，括弧内は千円 

（     千円） 

（     千円） 

（     千円）換算レート １ ＝  円 

（     千円） 

（     千円）

現地当局の許可等の

取 得 年 月 日  
年   月   日（  ）

（注） 添付書類 

１ 現地当局許可書等（写）の和訳 

２ 位置変更前及び位置変更後の駐在員事務所の付近の略図 

３ 駐在員事務所レイアウト 

海外駐在員事務所の位置変更 
別紙様式５－８ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先） 

海外駐在員事務所位置変更届出書 

○○駐在員事務所を位置変更いたしましたので、銀行法第53条第１項第８号の規定及び

施行規則第35条第１項第16号の２の規定に基づき、お届けします。

駐在員事務所の名称  

業 務 内 容  

新 位 置  

旧 位 置  

位 置 変 更 年 月 日 年   月   日（  ） 

理 由 

位置変更に伴う費用 

① 開  設  費

うち内装工事費

② 経常費（１年）

うち人件費 

うち賃借料 

単位；   ，括弧内は千円 

（     千円） 

（     千円） 

（     千円）換算レート １ ＝  円 

（     千円） 

（     千円）

現地当局の許可等の

取 得 年 月 日  
年   月   日（  ）

（注） 添付書類 

１ 現地当局許可書等（写）の和訳 

２ 位置変更前及び位置変更後の駐在員事務所の付近の略図 

３ 駐在員事務所レイアウト 
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現  行 改 正 後 

駐在員事務所の廃止
別紙様式５－９ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先） 

駐在員事務所廃止届出書

○○駐在員事務所を廃止いたしましたので、銀行法第 53 条第１項第８号の規定及び施行

規則第 35 条第１項第 16 号の２の規定に基づき、お届けします。 

駐在員事務所の名称

業 務 内 容

位 置

廃 止 年 月 日 年   月   日（  ） 

理 由

廃 止 後 の 措 置

業 務 

行 員 

不動産 

現地当局の許可等の

取 得 年 月 日
年   月   日（  ） 

（注）１ 現地当局許可書等（写）の和訳を添付すること 

   ２ 廃止跡に海外銀行代理業者の営業所又は事務所が設置される場合は、「廃止後の

措置」欄にその旨記載すること 

海外駐在員事務所の廃止
別紙様式５－９ 

年  月  日

金融庁長官 〇〇〇〇 殿 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先） 

海 外 駐 在 員 事 務 所 廃 止 届 出 書

○○駐在員事務所を廃止いたしましたので、銀行法第53条第１項第８号の規定及び施行

規則第35条第１項第16号の２の規定に基づき、お届けします。

駐在員事務所の名称

業 務 内 容

位 置

廃 止 年 月 日 年   月   日（  ） 

理 由

廃 止 後 の 措 置

業 務 

行 員 

不動産 

現地当局の許可等の

取 得 年 月 日
年   月   日（  ） 

（注）１ 現地当局許可書等（写）の和訳を添付すること 

   ２ 廃止跡に海外銀行代理業者の営業所又は事務所が設置される場合は、「廃止後の

措置」欄にその旨記載すること 


